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■教育基本法（条文抜粋）　　　※平成１８年１２月、昭和２２年に制定されて以来、約６０年ぶりに改正

[bookmark: CB00040][bookmark: CA00041]（家庭教育）
[bookmark: CA00042]第十条　父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。
２　国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の機会　及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければならない。
[bookmark: CB00043]

[bookmark: CA00044]（幼児期の教育）
第十一条　幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることにかんがみ、国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成長に資する良好な環境の整備その他適当な方法によって、その振興に努めなければならない。
[bookmark: CB00045]

[bookmark: CA00046]（社会教育）
[bookmark: CA00047]第十二条　個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公共団体によって奨励されなければならない。
２　　国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めなければならない。
[bookmark: CB00048]

[bookmark: CA00049]（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）
第十三条　学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。









■【国】第２期教育振興基本計画（抜粋）　　　　　　　　　　※平成２５年６月１４日　閣議決定

前文

○ 　今正に我が国に求められているもの、
それは「自立・協働・創造 に向けた一人一人の主体的な学び」である。

○　グローバル化の進展などにより世界全体が急速に変化する中にあって、産業空洞化や生産年齢人口の減少など深刻な諸課題を抱える我が国は、極めて危機的な状況にあり、東日本大震災の発生は、この状況を一層顕在化・加速化させた。これらの動きは、これまでの物質的な豊かさを前提にしてきた社会の在り方、人の生き方に大きな問いを投げ掛けている。

○　これらの危機を乗り越え、持続可能な社会を実現するための一律の正解は存在しない。社会を構成する全ての者が、当事者として危機感を共有し、自ら課題探求に取り組むなど、それぞれの現場で行動することが求められる。何もしないことが最大のリスクである。幸いにして、日本には世界から評価される「人の絆」や基礎的な知識技能の平均レベルの高さなど様々な「強み」がある。これらを踏まえて、経済成長のみを追求するのではない、成熟社会に適合した新たな社会モデルを構築していくことが求められている。そのためには、多様性を基調とする「自立、協働、創造」の三つがキーワードとなる。

○　そして、教育こそが、人々の多様な個性・能力を開花させ人生を豊かにするとともに、社会全体の今後一層の発展を実現する基盤である。特に、今後も進展が予想される少子化・高齢化を踏まえ、一人一人が生涯にわたって能動的に学び続け、必要とする様々な力を養い、その成果を社会に生かしていくことが可能な生涯学習社会を目指していく必要がある。これこそが、我が国が直面する危機を回避させるものである。

○　教育行政としては、このような社会、すなわち、改正教育基本法の理念を踏まえた「教育立国」の実現に向け、教育の再生を図り、何より、責任を持って教育成果の保証を図っていくことが求められる。このため、第２期計画においては、「①社会を生き抜く力の養成」、「②未来への飛躍を実現する人材の養成」、「③学びのセーフティネットの構築」、「④絆づくりと活力あるコミュニティの形成」を基本的方向性として位置付け、明確な成果目標の設定と、それを実現するための具体的かつ体系的な方策を示す。

第１部　我が国にあおける今後の教育の全体像
Ⅲ　四つの基本的方向性
（４）絆づくりと活力あるコミュニティの形成　　～社会が人を育み、人が社会をつくる好循環～
（人のつながりや支え合いの重要性）
○　持続可能で活力ある社会は、個々人の能力を高めることのみならず、多様なコミュニティにおける様々な人々のつながりや支え合い（社会関係資本）を形成することにより実現されるものである。
また、様々な人々との関わりの中で、個人の社会性などが培われ、様々なアイデアが創出される。そして、その支え合いの営みがより高次の社会への発展を促す。
○　東日本大震災の被災地においては、学校と地域住民が連携した取組を進めている地域では避難所運営が円滑に進められるなど、日頃より存在するコミュニティにおけるつながりや支え合いの重要性が際立ったところであり、学校と地域住民の連携・協力をはじめとして、学びを通じたコミュニティの形成をより積極的に進めていく必要がある。
○　なお、地域コミュニティの実情については、都市部と地方部など、地域によって大きく異なると考えられることから、これらの多様な状況を十分踏まえ、諸般の施策を進める必要がある。

（自立したコミュニティによる地域の課題解決の重要性）
○　地域社会の抱える課題を、その地域のコミュニティにおいて解決していくためには、現役世代から高齢者に至るまで、コミュニティを構成するあらゆる者が「互助・共助」の理念の下で協働して課題に取り組んでいくことが重要となる。
○　その際、超高齢社会の到来を踏まえれば、特に、人生の第２ステージを歩もうとする人々が、その経験や知識・技能を、コミュニティへの積極的な参画により、次世代育成支援や地域課題の解決等の社会貢献に生かしていくことが重要である。
○　また、多様化する家庭が様々な課題を抱え孤立しがちな社会状況や、生活の有りようが変化し生活の中で自然に行われる教育的な営みが難しくなっている状況を踏まえ、多様な主体や世代が関わりあう社会を実現し、子ども育ちや子育て家庭を支える人間関係とシステムを持つ地域づくりが求められている。

（「社会が人を育み、人が社会をつくる」好循環システム）
○　このような視点に立ち、学習活動を通じて「社会が人を育み、人が社会をつくる」という好循環に向けたシステムを目指す。
○　すなわち、世代や立場などが異なる様々な人が集まる地域コミュニティが教育の基盤であることはもとより、教育の営み自体が地域コミュニティを形成・活性化し、各地域の抱える課題を適切な形で解決する基盤となること、その拠点として学校や公民館等がより重要な役割を果たしていくべきことを踏まえ、例えば、以下の点を重視することとする。
・学校や公民館等を地域コミュニティの拠点として位置付け、保護者や地域住民などの多様な人々が集い、学習することなどを通じ多様な主体によるネットワークを構築し、絆をつくり上げていくこと。また、このような観点から、社会教育行政の再構築を図ること
・学校教育のみでは培うことが難しい「社会を生き抜く力」を養い、当事者意識を持った地域づくりの担い手を育成する観点から、コミュニティの人々が現代的・社会的課題などについて共に学習し、その成果を実践につなげていけるような機会を提供すること

（多様なコミュニティへの配慮）
○　さらに、いわゆる地縁組織などによるコミュニティだけではなく、地域外のＮＰＯ・企業・大学なども含めた様々な主体との関わりを深めていくことも重要である。これを通じて、多様なバックグラウンドを有する人々の協働が促進され、新たな価値の創造につながるものと考えられる。

■千葉県総合計画「新　輝け！ちば元気プラン」第３章第Ⅱ項２（抜粋）※平成２５年１０月策定
③教育の原点としての家庭の教育力の向上と人づくりのための連携

○目標
　「教育立県ちば」を実現するため、教育行政と福祉・労働行政、学校教育と社会教育、産・学・官、公立学校と私立学校などが力強く連携し、人づくりの力を結集します。

○現状と課題
親は、自らの行動を通して、基本的な生活習慣をはじめ豊かな情操、基本的な倫理観、自立心など、子どもの基礎的能力を育てていく役割を担っています。一方で、就学前の教育・保育を一体的に推進していくことが求められています。
　　また、子どもたちの社会性を様々な経験・体験の中で育むため、地域の様々な教育力を活用し、世代を越えた地域住民が連携・協力して子どもたちの育成にかかわっていくことや家庭、学校、地域、企業などが相互に協力していく必要があります。
　　さらに、子どもたちが様々な困難にもかかわらず、修学の機会が保証され、安全・安心に学ぶことのできる環境とチャレンジできる仕組みが整っていることが必要です。
　　加えて、子どもも大人も生涯にわたって学び続けることのできる生涯学習社会の実現に向けて、博物館、美術館、図書館、公民館などの社会教育施設の機能の充実と相互の連携などが求められています。

○取組の基本方向
親が自信と誇りを持って子育てを行い、親も子どもも一緒に学び、育っていくことができるよう、全ての親に対して子育ての在り方や重要性を啓発し、家庭の教育力の向上を支援します。
　また、地域のニーズを踏まえた学校づくりを進めるため、学校と地域のネットワークを構築し、教育力を高めるとともに、地域で様々な活動に取り組んでいるグループや人をつなぐコーディネーターを発掘・育成し、生涯学習のネットワークを構築します。
　さらに、行政・民間・市民活動団体・医療機関等が連携したセーフティネットを構築し、地域全体で子どもや若者の支援を行います。

1　「親学」の導入など家庭教育の支援
　全ての教育の出発点である家庭教育を支援するとともに、幼稚園・保育所等と家庭が十分に連携を図ることにより、保護者の幼児教育に関する理解の促進を図ります。
　また、学校行事など様々な機会を効果的に活用し、家庭と学校・地域社会が理解し合い、協力し合う環境づくりを進めます。
　さらに、思春期の子どもの悩みの相談等により、心と体の健全な育成を図るとともに、学校において、家族の役割や命の尊さなどについて学習する機会の充実を図ります。
・家庭教育への支援
・幼児教育の充実
・学校・地域における家庭教育の普及
・思春期の児童生徒や家庭への支援
・親となってかけがえのない子育てを行うための教育の推進
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（家庭教育）

 

第十

条

 

父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、生活

のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれ

た発達を図るよう努めるものとする。

 

２

 

国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を尊重しつつ、保護者に対する学習の機

会

 

及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努め

なければならない。

 

 

 

（幼児期の教育）

 

第十一条

 

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることにかんが

み、国及び地方公共団体は、幼児の健やかな成

長に資する良好な環境の整備その他適当

な方法によって、その振興に努めなければならない。

 

 

 

（社会教育）

 

第十二条

 

個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育は、国及び地方公共団

体によって奨励されなければならない。

 

２

  

国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館その他の社会教育施設の設置、

学校の施設の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育

の振興に努めなければならない。

 

 

 

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）

 

第十三条

 

学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自

覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

